
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

事
業
概
要

73.489.4

－

式・
定義

18,994.0

－－

単位

117.0

目標値

式・
定義

成果参考指標名等

1

2

指標名

150,052

・平成30年度からの改正障害者総合支援法の新たなサービス「就労定着支援」の動向を踏まえ、障害者就業・生活支援センターと各圏域の関係機関（ハローワー
ク、特別支援学校、障害福祉サービス事業所など）の連携を強化する。
・障がい者・事業主双方のニーズ調査の結果を踏まえ、障がい者が自己理解を促進し、仕事と生活を両立できる力を身に付けるよう支援する。
・平成30年度に障害者雇用率が2.2％に引き上げられ、就労移行支援事業所等においても職業準備性の高い利用者を育てて一般就労移行・定着を促進する必要がある
ことから、事業所等の支援員の資質の向上等に取り組む。
・就労継続支援Ｂ型事業所の工賃向上に向けて、農福連携の拡大に取り組む。具体的には、事業所の利用者・指導員の農業技術・指導方法等のスキルアップや受入農
家の理解促進のための研修会等を開催し、事業所と受入農家の相互理解を促進する。
・平成30年度は、県及び就労継続支援Ｂ型事業所が「次期工賃向上計画（平成30～32年度）」を策定し、引き続き工賃向上に資する取組みを推進する。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
・各圏域に設置している障害者就業・生活支援
センターを中心に圏域内のハローワーク、特別
支援学校、高校、障害福祉サービス事業所、医
療機関、市町村などと連携して障がい者の就労
支援に取り組んでいる。
・障害者優先調達推進法に基づき、県や市町村
などからの受注が増加している。
・県の工賃向上支援事業を活用した就労継続支
援B型事業所等の平均工賃が大きく伸びてい
る。
・障がい者就労事業振興センターが実施する専
門家派遣や農福連携の支援等の効果が現れてい
る。
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前年度実績 今年度計画

取組目標値
指標名 就労継続支援B型事業所等利用者の工賃額

131.0 135.0

30年度 31年度年度 27年度

・福祉施設からの一般就労移行者数は99人で、平成２8年度実績と比べて18人減少した。就労継続支援Ａ型事業所への福祉就労は９人（対前年度２０人減）だっ
た。
　　平成28年度実績　146人（一般就労117人、福祉就労29人）→平成29年度実績　108人（一般就労99人、福祉就労９人）
　　一般就労した者の利用サービス別実績
　　　平成28年度　117人（移行支援38人、Ａ型18人、Ｂ型57人、その他４人）→
　　　平成29年度　  99人（移行支援35人、A型23人、B型37人、その他４人）
・平成29年度の就労継続支援Ｂ型事業所の目標平均工賃額は、19,431円に対し、19,133円の実績になり、目標を298円下回った。

うち一般財源（千円） 87,517 97,819
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就労継続支援B型事業所等利用者の工賃額
実績値

取組目標値
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事　業　費（b）（千円） 126,027
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事務事業評価シート

目
的

（１）対象 障がい者

（２）意図 障がい者の就労を促進するとともに、就労支援事業所等を利用する障がい者の工賃向上に取り組む。

99.0

・障がい者がその能力を十分に発揮し地域で自立した生活ができるよう、障がい者の福祉施設からの一般就労を促進する。
   各障害保健福祉圏域の障害者就業・生活支援センターに生活支援員及び障がい者雇用促進支援員を配置し、障がい者チャレンジ事業（実習制度）を活用した一
般就労促進を圏域の関係機関と連携して行っている。
・就労継続支援B型事業所等の利用者の工賃向上に向けて支援を行う。

評価実施年度： 平成３０年度

28年度 29年度

140.0 145.0

事務事業の名称 障がい者就労支援事業

事務事業担当課長 障がい福祉課長　半場　祐子 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅱ－２－４
障がい者の自立支援

福祉施設からの一般就労移行者数
目標値

福祉施設からの一般就労移行者数（単年度）A型事業所を除く

・福祉施設などの定着支援に対する経験やノウハウが不足している。
・就労移行支援事業所の就労支援実践例の蓄積が少ない。

・現在各圏域で定着支援をしている障害者就業・生活支援センターと新たに定着支援サービスを実施す
る福祉施設等が連携して、各圏域に合った定着支援体制を整えることが必要である。
・就労移行支援事業所の機能を踏まえた研修が必要である。

％

19,916.0

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率

－

・一般就労に力点を置いてきたため、一般就労後の定着支援が弱い。
・就労移行支援事業所の一般就労実績が伸び悩んでいる。

６.成果があったこと（改善されたこと）

円

19,133.0


